ふれあい樹林事業実施要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、市民、事業者と市が一体となって、デルタ市街地及びその周辺地域において、良好な自然環境を形成している緑地を保全するとともに市民に自然とのふれあいの場を提供することを目的として実施する「ふれあい樹林事業」について必要な事項を定めるものとする。
（地区の指定）

第２条　市長は、広島市緑地保全計画（平成１８年（２００６年）９月）の中でデルタ市街地及びその周辺地域内の良好な自然環境を形成する緑地として抽出した「積極的に保全すべき緑地」から、自然とのふれあいの場としてふさわしいと認められる緑地を、土地所有者に本要綱の内容を説明した上で、同意を得て、「ふれあい樹林地区」（以下「地区」という。）として指定するものとする。

２　市長は、前項の規定により地区を指定しようとするときは、地区の現況について広島市緑化推進審議会に報告し、同審議会の意見を聴くものとする。

３　前項の規定により地区として指定する期間は、原則として５年間とする。ただし、期間満了の日の１箇月前までに土地所有者から継続の意思表示があったときは、同意の上、引き続き５年間更新するものとする。以後はこの例による。
４　市長は、地区として指定したときは、土地所有者にその旨を通知するものとする。
５　市長は、土地所有者の同意を得て、地区の指定をした後、地区であることを示すため、広島市ホームページ等にその旨を掲載するとともに、予算の範囲内で当該地区内又はこれに近接する場所に標識を設置する。

６　土地所有者から同意を得る場合の様式は第１号様式のとおりとし、第４項に規定する地区として指定する旨を通知する場合の様式は第２号様式のとおりとし、第３項に規定する土地所有者から同意を得る場合の様式は第７号様式のとおりとし、第４項に規定する通知の様式は第８号様式のとおりとする。
（地区の指定の廃止）

第３条　市長は、土地所有者から地区の指定の廃止の申出があったとき、又は公益上地区の指定の廃止の必要があるときは、地区の指定を廃止するものとする。

２　市長は、前項の規定により地区の指定を廃止しようとするときは、広島市緑化推進審議会に報告するものとする。

３　市長は、第１項の規定により地区の指定を廃止したときは、土地所有者にその旨を通知するものとする。

４　第１項に規定する申出の様式は第３号様式のとおりとし、前項に規定する通知の様式は第４号様式のとおりとする。
（行為の届出）

第４条　地区内において、次の各号のいずれかに該当する行為をしようとする土地所有者は、あらかじめその内容を市長に届け出るものとする。ただし、通常の管理行為及び防災上必要な行為においてはこの限りではない。
⑴　建築物その他の工作物の新築、改築又は増築
⑵　宅地の造成、土地の開墾、土石の採取その他土地の形質の変更

⑶　木竹の伐採又は移植
　⑷　その他緑地の保全に影響を及ぼす行為

２　市長は、前項の規定による届出があった場合において、当該地区における緑地の保全のために必要があると認めるときは、同項各号に掲げる行為をしようとする者に対して、必要な指導を行うことができる。
３　第１項に規定する届出の様式は第５号様式のとおりとする。

（維持管理を支援する団体の募集等）

第５条　市長は、地区内の緑地を保全するため、土地所有者の維持管理を支援するボランティア、地域住民又はＮＰＯ法人（以下「ボランティア等」という。）を広島市ホームページ等で募集する。

２　ボランティア等は、土地所有者の同意を得て、地区を自然とのふれあいの場として活用することができる。

（地区の開放）

第６条　土地所有者は、自然とのふれあいの場としての活用が図れるよう地区の一般開放に努めるものとする。

（協定の締結）

第７条　ボランティア等は、地区内で維持管理活動を行おうとするときは、市長に協議申出書を提出するものとする。

２　前項の規定により協議申出書が提出された場合、市長は、土地所有者及びボランティア等と当該協議申出書の内容について協議するものとする。

３　前項の規定による協議が整ったときは、土地所有者、ボランティア等及び市長の間で、次に掲げる事項について協定を締結するものとする。

⑴　協定の対象となる土地の区域

⑵　協定期間

⑶　活動の概要

⑷　土地所有者、ボランティア等及び市長の役割

⑸　当該土地での活動に関し、市長を立会人とする土地所有者とボランティア等の間における合意書の締結

⑹　その他必要と認める事項

４　第１項の協議申出書の様式は、第６号様式のとおりとする。

５　第３項第２号の協定期間は、当該地区に係る第２条第３項に規定する指定期間の範囲内とする。

　（市長の助言等）
第８条　市長は、土地所有者及びボランティア等に対して、必要に応じ、助言及び指導を行うことができる。

（委任規定）

第９条　この要綱に定めるもののほか、事業を実施するため必要な事項は、都市整備局長が定める。
附　則

１　この要綱は、決裁の日（平成２０年５月３０日）から施行する。

２　ふれあい樹林モデル事業実施要綱（平成１９年７月３０日）は、廃止する。

３　この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に現に前項の規定による廃止前のふれあい樹林モデル事業実施要綱（以下「モデル要綱」という。）第２条第１項の規定により指定されている地区は、施行日に、第２条第１項の規定により指定されたものとみなす。この場合において、同条第３項の規定による指定期間は５年とする。

４　施行日の前日に現にモデル要綱第６条第３項の規定により締結されている協定は、施行日に、第７条第３項の規定により締結されたものとみなす。この場合において、同項第２号の協定期間は５年とする。
附　則

１　この要綱は、決裁の日（平成２４年４月１日）から施行する。

２　この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに第２条第１項の規定により指定されている地区にも、第２条第３項の規定を適用する。ただし、この場合において、指定期間は施行日前日までのものと同じとする。
３　この要綱の施行日の前日までに第７条第３項の規定により締結されている協定及び第７条第３項第５号の規定により締結されている合意書は、施行日に締結されたものとみなす。ただし、この場合において、協定期間及び合意期間は施行日前日までのものと同じとする。

第1号様式（第２条関係）
ふれあい樹林地区指定同意書

令和　　年　　月　　日

（あて先）
広島市長
　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

　次の土地を、「ふれあい樹林事業」実施要綱第２条第１項の「ふれあい樹林地区」として指定すること並びに当該指定後は、その旨を示すため、当該土地に標識を設置し、及び広島市ホームページ等に掲載することについて同意します。

１　土地の所在地等

	所　在　地
	地目
	地積（㎡）
	所有者
	備考

	区　　　町
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	


２　期間

　　　指定日～　　年

　　　
第２号様式（第２条関係）
広島市指令緑緑第　　号

令和　　年　　月　　日

ふれあい樹林地区指定通知書

住所
氏名　　　　　　　　　　　　様
（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広島市長　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市整備局緑化推進部緑政課）

　令和　　年　　月　　日付けで指定について同意された土地を、次のとおり「ふれあい樹林地区」として指定したので通知します。

１　地区の名称

２　土地の所在地等

	所　在　地
	地目
	地積（㎡）
	所有者
	備考

	区　　　町
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	


３　期間

　　　　　年（令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日）
第３号様式（第３条関係）
ふれあい樹林地区指定廃止申出書

令和　　年　　月　　日

（あて先）
広島市長
　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

　令和　　年　　月　　日付け広島市指令緑緑第　号で通知のあった次の土地について、「ふれあい樹林地区」の指定を廃止してください。

１　地区の名称

２　土地の所在地等

	所　在　地
	地目
	地積（㎡）
	所有者
	備考

	区　　　町
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	


３　廃止の理由


第4号様式（第３条関係）
広島市指令緑緑第　　号

令和　　年　　月　　日

ふれあい樹林地区指定廃止通知書

住所

氏名　　　　　　　　　　　様　
　（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

広島市長　　　　　印

（都市整備局緑化推進部緑政課）

　令和　　年　　月　　日付けで指定の廃止の申出のあった次の土地について、「ふれあい樹林地区」の指定を廃止したので通知します。

１　地区の名称

２　土地の所在地等

	所　在　地
	地目
	地積（㎡）
	所有者
	備考

	区　　　町
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	


第５号様式（第４条関係）

ふれあい樹林地区内行為届出書

令和　　年　　月　　日

（あて先）
広島市長
　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

　ふれあい樹林地区内で次の行為を行うので、ふれあい樹林事業実施要綱第４条第１項の規定により、関係図書を添えて届け出ます。

	地区の名称
	
	

	行為地

	所在
	

	
	地目
	田・畑・宅地・山林・原野・池沼・その他（　　　　）

	
	現況
	自然地・造成地・水面の埋立地・その他

	行為の内容
	

	行為の期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	設計者

	住所
	

	
	氏名
	

	施工者

	住所
	

	
	氏名
	


【備考】

行為の内容の詳細は、別紙に次に掲げる事項を記載するとともに、内容のわかる図面を添付すること。

　１　建築物その他の工作物の新築、改築又は増築の場合

　　　敷地面積、規模、構造、仕様の概略

　２　宅地の造成、土地の開墾、土石の採取その他土地の変更の場合

(1) 宅地の造成、土地の開墾の場合

施行面積、施行の概要、施行後の取扱い

(2) 土石の採取

採取の種類及び方法、採取量、施行設備、採取の面積、採取後の取扱い

(3) その他土地の形質の変更

施行面積、施行の概要、施行後の取扱い

　３　木竹の伐採又は移植の場合

　　　　林況（樹種、樹齢）、伐採（移植）面積又は択伐率、伐採（移植）樹種、伐採（移植）跡地の取扱い

第６号様式（第７条関係）
協議申出書
令和　　年　　月　　日

（あて先）
広島市長
　　　　　　　　　　　　　　　　団体の住所

　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話
次のとおり活動を行いたいので、「ふれあい樹林事業」実施要綱第７条第１項の規定に基づき、協議を申し出ます。

	地区の名称
	

	所在地
	

	区域（面積）
	

	目的
	

	内容等
　　活 動 内 容
活 動 時 期
活 動 頻 度
	

	期間
	協定締結の日～令和　　年　　月　　日


第７号様式（第２条関係）
ふれあい樹林地区継続指定同意書

令和　　年　　月　　日

（あて先）
広島市長
　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

　次の土地を、「ふれあい樹林事業」実施要綱第２条第１項の「ふれあい樹林地区」として引き続き指定することについて同意します。

１　土地の所在地等

	所　在　地
	地目
	地積（㎡）
	所有者
	備考

	区　　　町
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	


２　期間

　　　指定日～　　年

　　　
第８号様式（第２条関係）
広島市指令緑緑第　　号

令和　　年　　月　　日

ふれあい樹林地区継続指定通知書

住所
氏名　　　　　　　　　　　　様
（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広島市長　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市整備局緑化推進部緑政課）

　令和　　年　　月　　日付けで継続指定について同意された土地を、次のとおり「ふれあい樹林地区」として継続指定したので通知します。

１　地区の名称

２　土地の所在地等

	所　在　地
	地目
	地積（㎡）
	所有者
	備考

	区　　　町
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	


３　期間

　　　　　年（令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日）
